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みなさまのご意見をお聞かせください 
 ～水道施設の耐震化・更新、水道料金の改定について～ 

■応募方法 

 応募用紙に必要事項を記入し次のいずれかの方法

で応募してください。 

 応募用紙は上下水道局ホームぺージから 

ダウンロードしていただくか、閲覧場所に 

備え付けの用紙をご使用ください。 

◆電子メール   suidou11@city.kurayoshi.lg.jp 

◆郵送      〒682-8611 倉吉市葵町722 

        倉吉市上下水道局業務課あて 

◆ファクス    0858-27-0639 

◆閲覧場所に設置する意見募集箱に投函 

■資料の閲覧場所 

市役所各庁舎（本庁舎２階・第２庁舎 

１階・北庁舎1階・関金支所） 

倉吉市立図書館 

エキパル倉吉行政サービスコーナー 

各地区コミュニティセンター 

上下水道局ホームぺージ 

市では、水道事業の今後の方向性について、パブリックコメントを募集しています。 

次のテーマについて、ご意見をお聞かせください。  

 応募締切 

 

１月20日(月) 

17時(必着) 

募集するテーマ 
 

１.水道施設の耐震化・更新 
令和22年度に耐震化率40％を目指すことについて 

２.水道料金の改定 
耐震化の推進、人口減少、物価上昇などに対応するため、 
令和７年度に一律20％引き上げることについて 

３.水道料金体系 
基本水量の引き下げ、用途別料金から口径別料金への移行について 
※基本水量 ：基本料金で使用できる水量のこと。市では、一般用（家庭用）の基本水量を８㎥に

設定しており、使用水量が１㎥の使用者も８㎥の使用者も料金は同額になります。 
※用途別料金：一般用（家庭用）や団体用（事業所用）など使用用途により料金を決定。一般用に

配慮された料金体系。 
※口径別料金：用途にかかわらず、水道メーターの大きさによって料金を決定。 

＊個別には回答いたしかねます。 

 口頭および電話でのご意見は受け付けておりませんので、

あらかじめご了承ください。 



審議会から答申 耐震化率40％を目指し水道料金20％改定へ 

 市は、今後の水道事業の方向性について、各種団体

の代表や学識経験者、公募による市民の方で構成され

る「倉吉市水道事業運営審議会」に意見を求めました。

令和６年９月から４回にわたって審議され、12月12日、

審議会から倉吉市長に答申が行われました。 

答申の概要 

倉吉市上下水道局 業務課 
〒682-8611  倉吉市葵町722 

電話: 0858-27-0633 

FAX: 0858-27-0639 

E-mail: suidou11@city.kurayoshi.lg.jp  

1 施設の耐震化・更新 

2 水道料金の改定 

３ 経営戦略の見直し 

「水道事業経営戦略」の見直しは、令和７年

度から令和16年度までの10年間を見据えたも

のであり、財源の見通しや今後の水道事業の

あり方を多方面から分析している。今後、定

期的に経営実態の検証を行い、この戦略との

間に乖離
かいり

が生じた場合には、適宜見直しを図

ること。 

（理由）水道は、市民生活に欠かすことができないライフライ

ンであり、令和６年１月に発生した能登半島地震で耐震化の重

要性が認識された。市の現状は令和３年度末の基幹管路耐震適

合率12.6%で、県平均26.6％、全国平均41.2％と比べ極めて低

く、施設の耐震化・更新を計画的に推進していく必要がある。    

（理由）水道料金は、管路の耐震化・更新費用の主要財源。平

成８年７月に改定して以来28年間据え置いてきたが、社会情勢

の変化による料金収入の減少、資材等の物価上昇の影響によ

り、経費削減の努力はしているものの財源の確保が厳しい状

況。令和22年度に基幹管路耐震適合率40％を目指し、将来にわ

たって安定した水道事業を継続していくために、今回の料金改

定はやむを得ないと判断した。  

附帯意見 

(1)料金算定期間は令和7年度から令和10年度までの４年間とし、

４年後を目途に料金の見直しについて検討すること。  

(2)利用者の理解が得られるように丁寧でわかりやすい説明に努

めること。 

(3)基本水量の引き下げや用途別料金から口径別料金への移行な

ど、料金体系の見直しについては今後課題を整理し、改めて次

回の審議会で検討していただきたい。  

(4)市民への負担が最小限にできるよう、将来を見据えた事業運営

に取り組むこと。 

(5)下水道事業やその他の防災関連事業と必要な調整を行い、効

果的な施設の耐震化を図ること。  

上水道施設耐震化・更新計画に基づき、令和

22年度には上水道の基幹管路耐震適合率が

40％に達するよう事業の推進に努めること。 

上水道施設耐震化・更新計画を踏まえた耐震

化事業を推進していくため、令和７年度から

令和10年度までの４年間の水道料金につい

て、料金体系は現状のまま、20%程度の引き

上げが必要である。 

最新情報は上下水道局ホームページでご覧ください  

https://ww.city.kurayoshi.lg.jp/6344.htm 

生田会長（右）から答申書を受け取る広田市長（左） 


